
○旭市自主防災組織補助金交付要綱

平成２６年３月２６日

告示第４２号

改正　平成２８年３月２日告示第３２号

平成２８年１２月２１日告示第１９８号

令和４年３月３１日告示第５７号

令和５年１月３０日告示第１０号

（目的）

第１条　この要綱は、自主防災組織に対し予算の範囲内で自主防災組織

補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、旭市補

助金等交付規則（平成１７年旭市規則第３７号）に定めるもののほか

必要な事項を定めることにより、自主防災組織の結成及び活動を推進

し、もって地域における地震その他の災害による被害の防止及び軽減

を図ることを目的とする。

（定義）

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ

当該各号に定めるところによる。

（１）　自主防災組織　市内の区、自治会その他の日常生活圏域を単

位として組織された団体（以下「区等」という。）又は区等の連合

体のうち、自主的に防災活動を行うものをいう。

（２）　防災用資機材等　初期消火用資機材、救助用資機材その他の

自主防災組織の整備に必要な資機材をいう。

（補助金の交付基準）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」とい

う。）は、自主防災組織の活動等であって、次の各号に掲げるものと

する。

（１）　自らが主催する防災訓練

（２）　自らが主催する防災に関する講習会及び研修等

（３）　防災リーダー等の人材育成

（４）　別表に定める防災用資機材等の購入

２　前項第１号から第３号までに規定する補助対象事業に係る補助金の

額は、当該補助対象事業に要した費用の３分の２に相当する額（当該
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額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てた額）

とし、１０万円を限度とする。ただし、第２号に規定する補助対象事

業に係る補助金の交付は、第１号に規定する補助対象事業を同一年度

に実施した場合に限るものとする。

３　第１項第４号に規定する補助対象事業に係る補助金（以下「資機材

等補助金」という。）の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞ

れ当該各号に定める額とする。ただし、資機材等補助金の交付を受け

ることができる自主防災組織は、当該資機材等補助金の交付を受けよ

うとする年度から起算して、前５年度の間に資機材等補助金の交付を

受けていないものに限る。

（１）　自主防災組織の設立時に購入する場合　当該補助対象事業に

要した費用の額（当該額に１，０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てた額）とし、２０万円を限度とする。

（２）　前号に掲げる場合以外の場合　当該補助対象事業に要した費

用の３分の２に相当する額（当該額に１，０００円未満の端数が生

じたときは、これを切り捨てた額）とし、１０万円を限度とする。

４　前３項の規定にかかわらず、次の各号に該当する場合は、補助の対

象としない。

（１）　同一事業について、市の財源による他の補助金等の交付を受

けている場合

（２）　区等の連合体である自主防災組織の構成団体として、補助金

の交付を受けている場合

（交付申請）

第４条　補助金の交付を受けようとする自主防災組織は、旭市自主防災

組織補助金交付申請書（第１号様式）に、次の各号に掲げる書類を添

付して市長に提出しなければならない。

（１）　補助対象事業に係る収支予算書

（２）　防災用資機材等の購入に係る見積書

（３）　自主防災組織の規約

（４）　地区防災計画書

（５）　旭市自主防災組織役員等（変更）届（第２号様式）

（６）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類
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（交付決定等）

第５条　市長は、前条の規定による申請があったときは、申請事項を審

査して補助金交付の可否を決定し、その結果を旭市自主防災組織補助

金交付決定（却下）通知書（第３号様式）により当該申請者に通知す

るものとする。

（実績報告）

第６条　前条の規定による決定を受けた自主防災組織は、補助対象事業

が完了した時は、事業を完了した日から起算して３０日を経過した日

又は前条に規定する交付決定のあった日の属する年度の３月１０日の

いずれか早い日までに、旭市自主防災組織補助金実績報告書（第４号

様式）に、次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しなければな

らない。

（１）　補助対象事業に係る収支決算書

（２）　事業の経費又は防災用資機材等の購入に係る請求書及び領収

書の写し

（３）　事業の実施状況又は購入した防災用資機材等が確認できる写

真

（４）　防災用資機材等の保管又は配置場所を明らかにした書類等

（５）　前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（確定通知）

第７条　市長は、前条の規定により実績報告があったときは、その内容

を審査し、適当と認めた場合は補助金の額を確定し、旭市自主防災組

織補助金確定通知書（第５号様式）により補助決定者に通知するもの

とする。

（交付請求）

第８条　前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助決定者は、

補助金の交付を請求しようとするときは、旭市自主防災組織補助金交

付請求書（第６号様式）を市長に提出しなければならない。

（概算払の請求）

第９条　第５条の規定による決定を受けた自主防災組織は、補助金の概

算払を受けようとするときは、旭市自主防災組織補助金概算払請求書

（第７号様式）を市長に提出しなければならない。
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（補助金の返還）

第１０条　市長は、補助決定者が偽りその他不正な行為により補助金の

交付を受けたときは、当該補助金の全部又は一部の返還を命ずるもの

とする。

（資機材の適正管理）

第１１条　資機材等補助金の交付を受けた自主防災組織は、当該資機材

等補助金に係る資機材について善良な管理をしなければならない。

（役員の変更）

第１２条　自主防災組織は、次の各号のいずれかに該当するときは、速

やかに旭市自主防災組織役員等（変更）届を市長に提出しなければな

らない。

（１）　自主防災組織の名称を変更したとき

（２）　自主防災組織の代表者を変更し、又は代表者の住所を変更し

たとき

（３）　自主防災組織の役員を変更したとき

（その他）

第１３条　この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事

項は、市長が別に定める。

附　則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附　則（平成２８年３月２日告示第３２号）

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。

附　則（平成２８年１２月２１日告示第１９８号）

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。

附　則（令和４年３月３１日告示第５７号）

（施行期日）

１　この告示は、令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２　この告示による改正前の各告示の規定により調製した用紙は、この

告示の施行後においても、当分の間、所要の調整をして使用すること

ができる。

附　則（令和５年１月３０日告示第１０号）
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この告示は、公示の日から施行する。

別表（第３条関係）

区分 資機材名

情報連絡用資機材 腕章、ハンド型メガホン、ラジオ付ライト

初期消火用資機材 消火バケツ、防火服、街頭用消火器、街頭用消火

器格納箱、ホース

救出救護用資機材 救助工具セット、爪付油圧ジャッキ、災害組織用

救急箱、二つ折り担架、チェンソー、脚立、はし

ご、スコップ

給食給水用資機材 飲料水袋、ポリ容器、炊出し用具

避難用資機材 自主防災組織のぼり旗、避難誘導旗、ロープ、ト

ラロープ

保護用具 ヘルメット

照明用資機材 発電機、投光器、コードリール

その他 テント、リヤカー、毛布、倉庫、クイックマッ

ト、防水シート、一輪車、土のう袋その他市長が

特に必要と認めた資機材等
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第１号様式（第４条関係）

第２号様式（第４条、第１２条関係）

第３号様式（第５条関係）

第４号様式（第６条関係）

第５号様式（第７条関係）

第６号様式（第８条関係）

第７号様式（第９条関係）
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